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1  人的資本と経済成長や生産性の関係については夥しい数の研究が存在する。教育と経済成長
の関係についてのサーベイとして Topel  (1999), Blundell et al. (1999), Krueger and Lindahl 



































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        

































Strange (2004), Combes, Mayer, and Thisse (2008), Strange (2009), Glaeser and Gottlieb 
(2009), Puga (2010)を挙げておく。 例えば Rosenthal and Strane (2004)は、 過去の実証研究
を総括し、 都市規模が２倍になると生産性は 3％～8％高くなると結論している。 また、
Melo et al. (2009)は、過去の主な実証分析結果を対象としたメタ分析を行い、生産性の
集積に対する弾性値は平均で 0.031、中央値で 0.034 と報告している。メタ分析の対象
である 34 の研究のうち４本の論文が日本を対象としたもので、それらの弾性値の平均 
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値は 0.048、中央値は 0.040 となっている。3  前述の Morikawa (2011)の推計によれば、






のアプローチに属するものであり、 主な先行研究として、 米国を対象とした Glaeser and 
Mare (2001), Wheaton and Lewis (2002), Yankow (2006), フランスのデータを用いた
Combes, Duranton, and Gobillon (2008), イタリアのデータによる Mion and Paolo (2009)
を挙げておく。 
賃金を対象とした集積の経済性に関する研究は労働経済学と都市経済学の境界領域

















行研究である Glaeser and Mare (2001)は、都市賃金プレミアムの要因を、米国における
移動者のデータを用いて分析し、観測可能な労働者特性をコントロールすると都市賃
金プレミアムは約 2/3 になり、さらにパネルデータ（NLSY）で労働者固定効果を入れ
ると約 1/3 に低下するという結果を示している。Yankow (2006)も米国のパネルデータ
を用いた分析により、大都市賃金プレミアム約 20％のうち 2/3 は労働者固定効果、す
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
3  メタ分析の対象に含まれている日本の研究は Nakamura (1985), Tabuchi (1986), Kanemoto et 













る。 4  Krashinsky, Harry (2011)は、人口と賃金の正の関係に対する労働者の観測されな









と 0.033、両方をコントロールすると 0.027 に低下すると述べている。以上のほか、








ている。また、Combes, Duranton, and Gobillon (2010)は、都市の集積と賃金の間の正の
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        






















年数といった労働者のスキルの違いに着目して分析したものとして、Glaeser and Mare 
(2001), Wheeler (2001, 2006), Gould (2007), Di Addario and Patacchini (2008), Black et al. 
(2009), Chung et al. (2009), Bacolod et al. (2009), Christoffersen and Sarkissian (2009), 
















                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        




るが、ホワイトカラーでは selection で説明されるのは賃金格差の約 1/3 に過ぎず、都
市での就労経験がホワイトカラー労働者の生産性を高める効果を持つと結論してい




























                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
7  これらとは異なり、Di Addario and Patacchini (2008)は、イタリアのデータを使用した分析に
より、都市規模が大きいほど教育や就労経験が賃金を高める効果が大きくなるという関係はな
いとの結果を報告している。また、Black, Kolesnikova, and Taylor (2009)は、米国のデータを用
いた分析で、大学教育の収益率はサンフランシスコ、シアトルといったアメニティの高い都市
において低いという結果を示している。 












調査年に当たる 1990 年、1995 年、2000 年、2005 年及び執筆時点で利用可能な最新の
















あり、年齢から勤続年数を引いた数字が中卒で 15、高卒で 18、高専・短大卒で 20、大
卒では 22 又は 23 の労働者である。本稿では、必要に応じて標準労働者にサンプルを
限定した推計も行う。「標準労働者」のサンプル数は 30 万人前後であり、常用フルタ
イム労働者のうち標準労働者に当たるサンプルは３割前後である（表 1 参照）。 
産業分類は 1990～2009 年の産業分類を統一した大分類（１ケタ分類）を使用する。
                                                                                                                                                                    
たものとして、Berry and Glaeser (2005), Bacolod et al. (2009), Elvery (2010)を挙げておく。なお、
本文で挙げたもののほか、地域全体の人的資本・スキルが地域内の生産性を高めるというスピ
ルオーバー効果を分析した研究の流れがある。代表的なものとして、Borjas et al. (1992), Rauch 
(1993), Wheaton and Lewis (2002), Moretti (2004a, b), Iranzo and Peri (2009), Glaeser and Rosseger 
(2010)を、サーベイ論文として Henderson (2007)を挙げておきたい。  
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業年齢（中卒 15、高卒 18、高専・短大卒 20、大卒 22）を差し引いて作成した。 
以上のデータに市区町村別の人口・面積、物価水準のデータを都道府県番号・市区
町村番号の情報を利用して接合し、最終的なデータセットとしている。人口・面積は





                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        





10 1990～2005 年の市区町村人口は国勢調査データに基づくが、2009 年の数字は総務省の住民












この調査は人口 10 万人以上の市は全数調査だが、 10 万人未満の市や町村については一
定の抽出率で調査対象市町村を選定しており、調査対象外の市町村があるため、実質
賃金を用いて分析を行う場合にはサンプル数が減少する。
12  なお、同調査は 1997 年、
2002 年、2007 年と５年おきにのみ行われており、本稿の対象年とは一致しない。この
ため、本稿において実質賃金を計算する際、2009 年及び 2005 年は 2007 年の物価水準
地域差指数を、2000 年は 2002 年の物価水準地域差指数を用いることとした。13 た だ
し、この時期、日本の物価は比較的安定して推移していたため、物価水準の地域差の








lnwage = ß0 + ß1 female dummy + ß2 potexp + ß3 potexp
2 + ß4 tenure + ß5 tenure
2 
+ ß6 education dummies + ß7 lnpopdens +ßi ∑industry dummies 
 
説明変数のうち potexp は潜在経験年数、tenure は勤続年数、lnpopdens は事業所が立
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
11  同調査の物価地域差指数において家賃データは「住宅・土地統計調査」のデータが援用され
ている。持家世帯の帰属家賃は計算には含まれていないことに注意が必要である。 
12  市区町村の抽出率は、人口 5 万人以上 10 万人未満の市は 1/2、人口 5 万人未満の市は 1/4、
町村は 1/8 となっている。 
13 1997 年以前の物価地域差指数は詳細な内容が利用可能でないため、実質賃金の分析は 2000



























4.1  全産業の推計結果 
産業別の分析に先立ち、まず全産業での推計結果を報告する。図 1 は、常用フルタ
イム労働者を対象として推計された賃金の人口密度弾性値を各年毎にグラフにしたも
のである。 表 2 は、 2009 年及び 1990～2009 年のプールデータを用いた推計結果の詳細




                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        











をコントロールすると弾性値は約 0.06 に縮小する（表 2(1), (3)参照）。見かけ上の賃
金格差のうち 1/3 程度は観測可能な個人特性の市区町村による違いで説明される。 さら
に企業規模ダミーを加えた推計では弾性値は 0.04～0.05 程度に縮小する（表 2(2),  (4)
参照）。企業規模を考慮することの効果は比較的小さいが、大企業ほど人口密度の高
い地域に事業所を持つという企業の地理的な sorting も存在することを示唆している。




























人口密度の弾性値は全事業所での推計結果とほとんど違いが見られない（表 4 (2), (3)






4.2  産業別の推計結果 
次に、 産業別に賃金関数を推計した結果を報告する。 第３節で述べた通り 1990～2009
















と個人特性調整前の密度弾性値が 0.086、 調整後が 0.057 と▲0.029 の違いだが、 製造業








4.3  労働時間 
本節の最後に、論旨から少し外れるが、人口密度の高い大都市ほど長時間労働のハ
ードワーカーが多いかどうかについて、総実労働時間の人口密度弾性値を計測した。
その結果は表 6 の通りであり、対数人口密度の係数は小さな負値であった。 19  ここで
は、女性ダミー、産業大分類のみをコントロールし、常用フルタイム労働者全体及び
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        



















5.1  学歴 
個人特性と産業をコントロールした上での大卒×人口密度、高専・短大卒×人口密度
の係数をグラフにしたものが図 5 である。サンプルは常用フルタイム労働者である。




強まっていることを示唆しており、Wheeler (2001)や Chung, Clark, and Kim (2009)が米
国で見出したのと定性的には同様である。ただし、量的なマグニチュードを見ると、
係数は最近年（2009 年）でも 0.01 程度、すなわち人口密度が２倍だと大卒賃金プレミ
アムが 1％程度大きいという関係であり、また、プール推計での係数は 0.003 程度なの






                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
20  ただし、要約統計量を見るとわかるように対数人口密度の標準偏差は約 1.5 とかなり大きい
から、 2009 年の推計では人口密度が１標準偏差違うと大卒賃金プレミアムは 10％以上異なるこ
とになる。  
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も 1％水準で統計的に有意である。少なくとも 2000 年以降の推計では大卒労働者は他
の学歴と比較して 1％ポイント前後密度弾性値が大きく、 近年、 人口集積地ほど学校教
育水準で測った人的資本の収益率が高いという関係があることを確認できる。 
 




交差項は負値でいずれも統計的に高い有意水準である（表 8 参照）。2009 年及び 1990
～2009 年をプール推計した結果に基づいて勤続年数に伴う賃金の人口密度弾性値の推
移を描いたのが図 7 の実線である。勤続年数の伸びとともに賃金の人口密度弾性値は
高くなり、勤続 21 年目をピークにその後逓減するという形状を示す。例えば勤続 3 年




















±１標準偏差異なる場合について描いたのが図 9 である。 22  切片は、潜在経年年数が
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        
21  推計結果の詳細は報告しないが、勤続＊人口密度、潜在経験＊人口密度を同時に考慮した推
計を行い、係数の大きさを比較すると、潜在経験の効果が支配的である。 
22  対数人口密度が平均値プラス１標準偏差だと 5,871 人/km


































ことを示した Wheeler (2006)と整合的な結果である。 標準労働者の曲線は同一企業内で
の勤続を通じた学習効果の地域の密度による差を示していると解釈できるのに対し








地域間移動に伴う sorting の効果によると解釈する必要がある。例えば、潜在経験 20～









ッチング改善効果の存在を確認する結果である（付表 6 参照）。 
 














2005 年及び 2009 年にフルタイムとパートタイムの弾性値の差がいくぶん縮小してい
る。「賃金構造基本調査」の調査票の変更（「パートタイム労働者」の「短時間労働
者」に変更）が影響している可能性も排除できないが、フルタイムに近い形態のパー
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計 ﾌﾙﾀｲﾑ ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ 標準労働者
1990 1,258,097 1,154,121 73,213 303,573
1995 1,382,724 1,239,455 101,938 397,673
2000 1,258,627 1,103,741 112,174 344,155
2005 1,187,773 946,249 241,524 253,918
2009 1,193,660 901,401 292,259 239,120
平均 1,256,176 1,068,993 164,222 307,688 
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表 2  賃金関数の推計結果（全産業） 
female -0.2614 *** -0.2654 *** -0.2743 *** -0.2783 ***
(-291.80) (-309.96) (-752.55) (-803.99)
edudum3 0.1348 *** 0.1370 *** 0.1523 *** 0.1536 ***
(110.87) (117.80) (294.44) (312.56)
edudum4 0.3199 *** 0.2965 *** 0.3055 *** 0.2823 ***
(320.45) (308.74) (735.99) (711.83)
potexp 0.0258 *** 0.0269 *** 0.0263 *** 0.0291 ***
(206.65) (225.34) (523.61) (607.88)
potexpsq -0.0006 *** -0.0006 *** -0.0006 *** -0.0006 ***
(-231.19) (-235.43) (-582.96) (-617.70)
tenure 0.0329 *** 0.0310 *** 0.0353 *** 0.0305 ***
(257.41) (253.61) (648.65) (585.13)
tenuresq -0.0003 *** -0.0003 *** -0.0002 *** -0.0002 ***
(-74.26) (-84.89) (-167.04) (-158.30)
lnpopdens 0.0556 *** 0.0447 *** 0.0587 *** 0.0473 ***
(211.75) (176.13) (554.73) (465.29)
_cons 2.0357 *** 2.3099 *** 1.9849 *** 2.2570 ***































































-2 -1 0 1 2
lnwage
High Density Cities: Quartile 1 Low Density Cities: Quartile 4
note: author's calculation
Fulltime Workers, after controlling for worker characteristics & industry
Wage Distribution, 2009 
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表 3  実質賃金を用いた賃金関数の推計結果（全産業） 
female -0.2521 *** -0.2573 *** -0.2449 *** -0.2489 ***
(-257.07) (-273.70) (-442.34) (-468.52)
edudum3 0.1318 *** 0.1339 *** 0.1460 *** 0.1471 ***
(99.87) (105.79) (198.45) (208.32)
edudum4 0.3182 *** 0.2949 *** 0.3162 *** 0.2946 ***
(295.11) (283.46) (533.73) (514.64)
potexp 0.0268 *** 0.0278 *** 0.0290 *** 0.0304 ***
(195.32) (211.67) (368.45) (402.34)
potexpsq -0.0006 *** -0.0006 *** -0.0006 *** -0.0006 ***
(-215.54) (-219.32) (-396.43) (-405.64)
tenure 0.0330 *** 0.0312 *** 0.0329 *** 0.0298 ***
(235.05) (231.61) (405.86) (381.68)
tenuresq -0.0003 *** -0.0003 *** -0.0002 *** -0.0002 ***
(-69.11) (-78.40) (-101.99) (-105.49)
lnpopdens 0.0373 *** 0.0264 *** 0.0340 *** 0.0237 ***
(124.74) (91.08) (196.31) (141.57)
_cons 2.1519 *** 2.4197 *** 2.1376 *** 2.3957 ***


























表 4  標準労働者の推計結果（全産業, 1990～2009 年プール推計） 
  
female -0.1406 *** -0.1335 *** -0.1244 ***
(-237.44) (-138.27) (-81.73)
edudum3 0.0925 *** 0.0987 *** 0.0993 ***
(117.26) (80.62) (51.38)
edudum4 0.2472 *** 0.2424 *** 0.2547 ***
(438.58) (245.60) (151.49)
potexp 0.0672 *** 0.0595 *** 0.0609 ***
(926.64) (492.39) (316.85)
potexpsq -0.0009 *** -0.0009 *** -0.0009 ***
(-481.01) (-259.17) (-179.30)
lnpopdens 0.0460 *** 0.0450 *** 0.0476 ***
(273.84) (155.30) (99.96)






























































表 5  個人特性調整前後の密度弾性値（産業別, 1990～2009 年プール推計） 
  
(1) 個人特性調整前 (2) 個人特性調整後 差
全産業 0.087 0.059 ▲ 0.028
建設 0.098 0.070 ▲ 0.028
製造 0.110 0.061 ▲ 0.049
電力・ガス・水道 0.025 0.017 ▲ 0.008
運輸・通信 0.057 0.053 ▲ 0.004
卸売 0.112 0.087 ▲ 0.025
小売 0.092 0.075 ▲ 0.017
飲食店 0.088 0.059 ▲ 0.029
金融・保険 0.053 0.050 ▲ 0.003
不動産 0.093 0.071 ▲ 0.022





表 6  労働時間の人口密度弾性値（フルタイム労働者、性別・産業コントロール後） 
1990 1995 2000 2005 2009 pooled
常用ﾌﾙﾀｲﾑ計 -0.009  -0.005  -0.003  -0.004  -0.003  -0.004 
中卒・高卒 -0.005  -0.003  -0.001  -0.002  -0.001  -0.002 
高専・短大卒 -0.012  -0.006  -0.004  -0.003  -0.003  -0.005 































表 7  学歴と人口密度の交差項を含む推計結果（常用フルタイム） 
female -0.2622 *** -0.2661 *** -0.2743 *** -0.2782 ***
(-292.50) (-310.57) (-751.86) (-802.66)
edudum3 0.1361 *** 0.1313 *** 0.1907 *** 0.1987 ***
(25.40) (25.65) (77.37) (84.88)
edudum4 0.2191 *** 0.2084 *** 0.2820 *** 0.2846 ***
(50.74) (50.49) (140.09) (148.82)
potexp 0.0258 *** 0.0269 *** 0.0263 *** 0.0291 ***
(206.91) (225.58) (523.34) (607.66)
potexpsq -0.0006 *** -0.0006 *** -0.0006 *** -0.0006 ***
(-231.42) (-235.64) (-582.71) (-617.45)
tenure 0.0328 *** 0.0309 *** 0.0353 *** 0.0305 ***
(257.13) (253.34) (648.65) (585.20)
tenuresq -0.0003 *** -0.0003 *** -0.0002 *** -0.0002 ***
(-73.90) (-84.53) (-167.05) (-158.47)
lnpopdens 0.0514 *** 0.0409 *** 0.0587 *** 0.0481 ***
(147.07) (121.72) (457.17) (392.08)
edu3*lnpopdens 0.0002 0.0011 -0.0052 *** -0.0061 ***
(0.23) (1.56) (-15.77) (-19.67)
edu4*lnpopdens 0.0141 *** 0.0123 *** 0.0030 *** -0.0004
(23.85) (21.85) (11.61) (-1.54)
_cons 2.0629 *** 2.3343 *** 1.9852 *** 2.2514 ***







































表 8  勤続年数と人口密度の交差項を含む推計結果 
female -0.2607 *** -0.2648 *** -0.2736 *** -0.2777 ***
(-291.11) (-309.31) (-750.81) (-802.36)
edudum3 0.1347 *** 0.1368 *** 0.1527 *** 0.1540 ***
(110.78) (117.68) (295.39) (313.40)
edudum4 0.3197 *** 0.2964 *** 0.3052 *** 0.2821 ***
(320.41) (308.69) (735.77) (711.65)
potexp 0.0256 *** 0.0267 *** 0.0260 *** 0.0288 ***
(204.89) (223.72) (516.20) (600.63)
potexpsq -0.0006 *** -0.0006 *** -0.0006 *** -0.0006 ***
(-229.38) (-233.81) (-575.65) (-610.77)
tenure 0.0175 *** 0.0180 *** 0.0197 *** 0.0175 ***
(34.10) (36.88) (86.49) (81.06)
tenuresq 0.0001 *** 0.0000 ** 0.0001 *** 0.0001 ***
(7.34) (2.01) (17.34) (11.37)
lnpopdens 0.0427 *** 0.0340 *** 0.0454 *** 0.0360 ***
(90.93) (75.57) (227.36) (189.70)
tenure*lnpopdens 0.0022 *** 0.0019 *** 0.0022 *** 0.0018 ***
(31.09) (27.33) (71.29) (62.36)
tenuresq*lnpopdens -0.0001 *** 0.0000 *** -0.0001 *** 0.0000 ***
(-25.78) (-22.88) (-56.98) (-48.80)
_cons 2.1259 *** 2.3842 *** 2.0822 *** 2.3388 ***



































































表 9  潜在経験年数と人口密度の交差項を含む推計結果 
female -0.2591 *** -0.2631 *** -0.2713 *** -0.2752 ***
(-289.17) (-307.26) (-744.44) (-795.32)
edudum3 0.1344 *** 0.1366 *** 0.1537 *** 0.1552 ***
(110.63) (117.60) (297.70) (316.47)
edudum4 0.3213 *** 0.2981 *** 0.3077 *** 0.2848 ***
(321.81) (310.25) (741.03) (718.10)
potexp 0.0050 *** 0.0063 *** 0.0034 *** 0.0056 ***
(10.14) (13.45) (16.76) (29.16)
potexpsq -0.0002 *** -0.0002 *** -0.0002 *** -0.0002 ***
(-22.37) (-22.39) (-53.33) (-56.87)
tenure 0.0328 *** 0.0310 *** 0.0352 *** 0.0304 ***
(257.32) (253.58) (647.27) (584.25)
tenuresq -0.0003 *** -0.0003 *** -0.0003 *** -0.0002 ***
(-74.23) (-84.89) (-167.75) (-159.67)
lnpopdens 0.0226 *** 0.0120 *** 0.0227 *** 0.0097 ***
(31.34) (17.33) (81.23) (36.31)
potexp*lnpopdens 0.0030 *** 0.0030 *** 0.0032 *** 0.0033 ***
(43.50) (45.01) (115.09) (124.25)
potexpsq*lnpopdens -0.0001 *** 0.0000 *** -0.0001 *** -0.0001 ***
(-35.31) (-36.36) (-86.92) (-91.63)
_cons 2.2655 *** 2.5385 *** 2.2449 *** 2.5300 ***





















































































































表 10  標準労働者・非標準労働者別の推計結果（1990～2009 年プール推計） 
  
female -0.3456 *** -0.1394 *** -0.3826 ***
(-811.71) (-235.58) (-748.16)
edudum3 0.1915 *** 0.0933 *** 0.2225 ***
(314.42) (118.38) (299.04)
edudum4 0.3427 *** 0.2476 *** 0.3575 ***
(701.32) (439.52) (552.26)
potexp 0.0231 *** 0.0498 *** 0.0219 ***
(97.02) (135.97) (69.59)
potexpsq -0.0004 *** -0.0006 *** -0.0004 ***
(-88.57) (-59.92) (-62.58)
lnpopdens 0.0177 *** 0.0279 *** 0.0173 ***
(53.45) (81.04) (35.56)
potexp*lnpopdens 0.0044 *** 0.0024 *** 0.0042 ***
(135.93) (48.22) (95.93)
potexpsq*lnpopdens -0.0001 *** 0.0000 *** -0.0001 ***
(-103.64) (-34.49) (-80.15)

















































































































Nm e a ns d p50 max min
lnwage 898,263 2.963 0.546 2.924 7.815 -2.549
female 901,401 0.318 0.466 0 1 0
edudum1 901,401 0.052 0.222 0 1 0
edudum2 901,401 0.509 0.500 1 1 0
edudum3 901,401 0.145 0.352 0 1 0
edudum4 901,401 0.294 0.456 0 1 0
age 901,401 41.010 12.359 40 99 15
potexp 901,401 21.699 12.939 21 79 0
tenure 901,401 11.768 10.839 8 66 0
lnpopdens 885,344 6.885 1.555 6.829 9.871 0.949
standard 901,401 0.265 0.441 0 1 0
lnhours 898,263 5.132 0.193 5.147 6.178 0
2005年
Nm e a ns d p50 max min
lnwage 943,080 2.982 0.551 2.954 7.241 -1.386
female 946,249 0.316 0.465 0 1 0
edudum1 946,249 0.066 0.248 0 1 0
edudum2 946,249 0.495 0.500 0 1 0
edudum3 946,249 0.148 0.355 0 1 0
edudum4 946,249 0.292 0.455 0 1 0
potexp 946,249 21.418 12.817 20 64 0
tenure 946,249 11.891 10.576 9 64 0
lnpopdens 805,535 7.256 1.538 7.090 9.900 0.934
standard 946,249 0.268 0.443 0 1 0
lnhours 943,080 5.162 0.177 5.165 6.109 0
2000年
Nm e a ns d p50 max min
lnwage 1,100,291 3.073 0.526 3.044 8.679 -0.288
female 1,103,741 0.273 0.445 0 1 0
edudum1 1,103,741 0.102 0.303 0 1 0
edudum2 1,103,741 0.528 0.499 1 1 0
edudum3 1,103,741 0.129 0.335 0 1 0
edudum4 1,103,741 0.240 0.427 0 1 0
potexp 1,103,741 20.894 12.938 20 64 -1
tenure 1,103,741 12.823 10.714 10 64 0
lnpopdens 1,102,500 7.229 1.483 7.246 9.896 1.099
standard 1,103,741 0.311 0.463 0 1 0
lnhours 1,100,291 5.163 0.180 5.170 6.172 0
1995年
Nm e a ns d p50 max min
lnwage 1,235,712 3.038 0.539 3.004 8.101 -1.269
female 1,239,455 0.315 0.464 0 1 0
edudum1 1,239,455 0.133 0.340 0 1 0
edudum2 1,239,455 0.537 0.499 1 1 0
edudum3 1,239,455 0.117 0.322 0 1 0
edudum4 1,239,455 0.213 0.409 0 1 0
potexp 1,239,455 19.802 13.213 19 64 -1
tenure 1,239,455 11.745 10.303 8 65 0
lnpopdens 1,233,380 7.267 1.464 7.266 9.886 0.785
standard 1,239,455 0.320 0.467 0 1 0





















Nm e a ns d p50 max min
lnwage 1,150,488 2.791 0.571 2.766 7.606 -0.662
female 1,154,121 0.304 0.460 0 1 0
edudum1 1,154,121 0.222 0.416 0 1 0
edudum2 1,154,121 0.543 0.498 1 1 0
edudum3 1,154,121 0.079 0.269 0 1 0
edudum4 1,154,121 0.156 0.363 0 1 0
potexp 1,154,121 20.689 13.126 21 64 -1
tenure 1,154,121 11.257 9.843 9 65 0
lnpopdens 1,121,220 7.162 1.498 7.183 9.928 0.811
standard 1,154,121 0.263 0.440 0 1 0
lnhours 1,150,488 5.238 0.206 5.252 6.196 0
1990～2009年プール
Nm e a ns d p50 max min
lnwage 5,327,834 2.969 0.556 2.944 8.679 -2.549
female 5,344,967 0.305 0.460 0 1 0
edudum1 5,344,967 0.120 0.325 0 1 0
edudum2 5,344,967 0.524 0.499 1 1 0
edudum3 5,344,967 0.121 0.327 0 1 0
edudum4 5,344,967 0.234 0.423 0 1 0
potexp 5,344,967 20.825 13.039 20 79 -1
tenure 5,344,967 11.892 10.447 9 66 0
lnpopdens 5,147,979 7.169 1.509 7.108 9.928 0.785
standard 5,344,967 0.287 0.453 0 1 0
lnhours 5,327,834 5.175 0.191 5 6 0 
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付表 2  産業別の賃金関数（1990～2009 年プール、常用フルタイム労働者） 
 
pooled
female -0.3318 *** -0.3928 *** -0.2053 *** -0.1597 *** -0.2524 ***
(-170.52) (-670.09) (-111.27) (-106.77) (-141.28)
edudum3 0.1329 *** 0.1382 *** 0.0416 *** 0.1275 *** 0.1458 ***
(56.46) (133.94) (18.83) (60.65) (60.90)
edudum4 0.2789 *** 0.2950 *** 0.1274 *** 0.2576 *** 0.3131 ***
(162.98) (410.21) (90.24) (166.45) (170.86)
potexp 0.0365 *** 0.0209 *** 0.0253 *** 0.0236 *** 0.0313 ***
(182.74) (253.45) (84.22) (136.93) (117.99)
potexpsq -0.0007 *** -0.0005 *** -0.0005 *** -0.0006 *** -0.0007 ***
(-181.22) (-313.36) (-84.31) (-185.16) (-121.18)
tenure 0.0208 *** 0.0347 *** 0.0383 *** 0.0347 *** 0.0329 ***
(95.93) (398.43) (130.64) (210.29) (119.98)
tenuresq 0.0000 *** -0.0003 *** -0.0003 *** -0.0001 *** -0.0003 ***
(-7.28) (-108.24) (-40.08) (-15.88) (-38.48)
lnpopdens 0.0696 *** 0.0610 *** 0.0170 *** 0.0528 *** 0.0870 ***
(164.30) (354.50) (48.47) (162.19) (151.48)
_cons 1.8412 *** 2.0709 *** 2.5121 *** 2.0010 *** 1.6779 ***






female -0.2420 *** -0.2975 *** -0.2231 *** -0.3131 *** -0.1794 ***
(-194.38) (-106.10) (-156.44) (-105.70) (-257.73)
edudum3 0.0833 *** 0.1170 *** 0.1073 *** 0.0967 *** 0.2142 ***
(48.67) (27.47) (62.39) (24.12) (238.89)
edudum4 0.2199 *** 0.2934 *** 0.2463 *** 0.2315 *** 0.4264 ***
(147.44) (73.55) (158.57) (73.73) (523.07)
potexp 0.0226 *** 0.0262 *** 0.0256 *** 0.0339 *** 0.0308 ***
(116.22) (73.25) (138.38) (91.22) (311.10)
potexpsq -0.0005 *** -0.0005 *** -0.0005 *** -0.0007 *** -0.0006 ***
(-126.07) (-74.92) (-125.04) (-101.94) (-308.17)
tenure 0.0359 *** 0.0308 *** 0.0563 *** 0.0425 *** 0.0339 ***
(160.44) (65.93) (274.17) (97.91) (294.84)
tenuresq -0.0004 *** -0.0004 *** -0.0008 *** -0.0005 *** -0.0002 ***
(-55.62) (-27.13) (-146.51) (-35.70) (-70.98)
lnpopdens 0.0750 *** 0.0589 *** 0.0502 *** 0.0707 *** 0.0561 ***
(181.29) (66.95) (125.97) (73.35) (257.56)
_cons 1.7991 *** 1.8276 *** 2.1130 *** 1.8813 *** 1.8566 ***







0.6153 0.4943 0.6252 0.5756 0.5731
282,535 63,761 456,068 88,566
204,312
0.5918 0.6486 0.7204 0.5731 0.6179
yes
yes yes yes yes yes
251,669 1,696,744 196,095 535,406
(5)卸売業
(6)小売業 (7)飲食店 (8)金融・保険 (9)不動産 (10)サービス
yes yes yes yes
(1)建設業 (2)製造業 (3)電力・ガス (4)運輸・通信 
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付表 3  勤続年数と人口密度の交差項を含む推計結果 
（学歴別推計, 1990～2009 年プール） 
  
female -0.3279 *** -0.1425 *** -0.1412 ***
(-758.95) (-161.84) (-144.13)
potexp 0.0218 *** 0.0211 *** 0.0360 ***
(366.28) (138.47) (249.73)
potexpsq -0.0005 *** -0.0005 *** -0.0006 ***
(-450.75) (-121.77) (-181.43)
tenure 0.0228 *** 0.0324 *** 0.0231 ***
(86.62) (44.32) (36.49)
tenuresq 0.0000 *** -0.0003 *** -0.0002 ***
(4.25) (-10.87) (-10.86)
lnpopdens 0.0445 *** 0.0452 *** 0.0480 ***
(179.52) (90.14) (102.71)
tenure_dens 0.0018 *** 0.0013 *** 0.0020 ***
(47.59) (13.32) (24.70)
tenuresq_dens -0.00004 *** -0.00002 *** -0.00004 ***
(-37.20) (-7.65) (-14.76)



















付表 4  潜在経験年数と人口密度の交差項を含む推計結果 
（学歴別推計, 1990～2009 年プール） 
  
female -0.3267 *** -0.1414 *** -0.1398 ***
(-756.09) (-160.64) (-142.81)
potexp 0.0044 *** 0.0042 *** 0.0086 ***
(17.95) (6.69) (14.79)
potexpsq -0.0003 *** -0.0002 *** -0.0001 ***
(-51.30) (-9.54) (-8.79)
tenure 0.0349 *** 0.0419 *** 0.0381 ***
(562.86) (242.06) (254.99)
tenuresq -0.0002 *** -0.0005 *** -0.0005 ***
(-141.48) (-82.18) (-114.86)
lnpopdens 0.0248 *** 0.0329 *** 0.0281 ***
(64.50) (51.71) (46.35)
potexp_dens 0.0025 *** 0.0023 *** 0.0036 ***
(73.06) (27.50) (48.49)
potexpsq_dens -0.00004 *** -0.00004 *** -0.00006 ***
(-57.32) (-18.63) (-34.14)

















（注） OLS推計。カッコ内はｔ値。  
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付表 5  潜在経験年数と人口密度の交差項を含む推計結果 








全産業 0.0279 0.0024 -0.0000  0.0173 0.0042 -0.0001 
鉱業 0.0351 0.0017 0.0000 0.0320 0.0034 -0.0001 
建設 0.0285 0.0021 -0.0000  0.0116 0.0053 -0.0001 
製造 0.0201 0.0025 -0.0000  0.0168 0.0045 -0.0001 
電力・ガス・水道 0.0132 -0.0001  -0.0000  0.0427 -0.0020  0.0000
運輸・通信 0.0382 -0.0002  0.0000 0.0514 0.0002 -0.0000 
卸売 0.0487 0.0030 -0.0000  0.0402 0.0047 -0.0001 
小売 0.0419 0.0020 0.0000 0.0282 0.0049 -0.0001 
飲食店 0.0289 0.0039 -0.0001  0.0204 0.0043 -0.0001 
金融・保険 0.0279 0.0030 -0.0001  0.0337 0.0040 -0.0001 
不動産 0.0489 0.0029 -0.0001  0.0391 0.0035 -0.0001 







付表 6  潜在経験年数と人口密度の交差項を含む推計結果（中小企業、単独事業所） 
①中小企業（1990～2009 年プール推計） 
  
female -0.3458 *** -0.1322 *** -0.3731 ***
(-671.35) (-137.20) (-652.08)
edudum3 0.1832 *** 0.0999 *** 0.1933 ***
(239.25) (81.73) (220.18)
edudum4 0.3122 *** 0.2421 *** 0.3054 ***
(461.70) (245.75) (374.22)
potexp 0.0182 *** 0.0415 *** 0.0190 ***
(63.90) (71.30) (54.66)
potexpsq -0.0003 *** -0.0005 *** -0.0003 ***
(-58.18) (-34.02) (-49.58)
lnpopdens 0.0173 *** 0.0259 *** 0.0180 ***
(40.28) (48.81) (31.80)
potexp_dens 0.0036 *** 0.0026 *** 0.0034 ***
(89.96) (31.85) (69.96)
potexpsq_dens -0.00006 *** -0.00004 *** -0.00006 ***
(-73.53) (-19.78) (-61.14)


























female -0.3281 *** -0.1223 *** -0.3501 ***
(-449.75) (-80.57) (-440.82)
edudum3 0.2071 *** 0.1008 *** 0.2210 ***
(191.54) (52.32) (182.95)
edudum4 0.3408 *** 0.2546 *** 0.3374 ***
(330.97) (151.90) (281.91)
potexp 0.0151 *** 0.0417 *** 0.0174 ***
(37.51) (44.90) (36.33)
potexpsq -0.0003 *** -0.0007 *** -0.0003 ***
(-36.72) (-26.33) (-34.82)
lnpopdens 0.0162 *** 0.0260 *** 0.0192 ***
(25.90) (31.03) (24.03)
potexp_dens 0.0036 *** 0.0028 *** 0.0033 ***
(63.88) (21.34) (48.01)
potexpsq_dens -0.0001 *** -0.00004 *** -0.0001 ***
(-52.92) (-10.84) (-41.97)
_cons 2.2459 *** 2.1362 *** 2.1967 ***
(497.16) (344.56) (383.42)
industry dummies
year dummies
Number of obs
Adj R
2
(1) (2) (3)
フルタイム計 標準労働者 非標準労働者
yes
yes
1,376,441 196,533 1,179,908
yes
yes
yes
yes
（注） OLS推計。カッコ内はt値。１企業１事業所のサンプルを使用。
0.4041 0.6700 0.3875
 
 
 